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連携・報告

相談窓口・申請案内等事業者との連携

相談窓口・申請案内等事業者との連絡窓口を設置し、相談窓口・申請案内等事業者が、加盟
飲食店の承認時に店頭ツールを送付するために、事務局で承認した加盟飲食店リストを毎週１回
程度の頻度で提供するとともに、連携する広報を実施することに協力した。

実績確認監査等事業者への報告

1. 実績確認監査等事業者との連絡窓口を設置した。事務局内2名体制で対応

2. 期間中、食事券販売・使用の実績および飲食店への代金振込の実績を、実績確認監査等事業
者と協議の上、別途定められた様式により、毎月報告した。なお、食事券の販売・利用状況を
CSVファイルで報告可能とし、効率的な対応に応じた。

3. 終了後、食事券販売・利用の実績と、加盟店への代金振込の実績、その根拠となる証拠書類を
実績確認監査等事業者と協議の上、別途定められた様式により、実績確認監査等事業者へ報
告し、承認を得た。

4. 毎月の報告やキャンペーン終了後の報告が円滑に行われるよう、事業開始に当たり、事前テスト報
告に協力し、実績確認監査等事業者の指定する方法により、ダミーデータの提出などを行った。ま
た、提出データの正確性に責任を負い、実績報告や根拠資料のデータ提出に当たっては、複数の
者によるダブルチェックを行った。複数の者によるダブルチェックでは、データの読み手と聞き手を変えて
、異なる者の組合せで、複数回確認を行い、正確を期した。

5. 集合型商業施設による一括換金について、農林水産省との契約書内の仕様書において「食事券
使用分の飲食代金を、登録する飲食店に振り込むものとする」とあるが、集合型商業施設等にお
いては、一括して換金する商業施設もあることから、商業施設内の飲食店ごとの毎回の換金枚数・
金額・商業施設からの飲食店への振り込みなどについて状況を確認し、実績確認監査等事業者
に報告した。

【対象集合型商業施設と店舗数】
・Livit（JR東日本総合サービス） 16店舗
・エスパル仙台（仙台ターミナルビル） 63店舗
・イオンモール石巻 19店舗
・イオンモール富谷 15店舗
・イオンモール利府北館（令和2年10月31日～令和3年2月28日まで）11店舗
・仙台三越 15店舗
・壱弐参横丁（仙台中央商業協同組合） 38店舗

（GTEのみ。認証おうえん食事券開始後は23店舗に減）

◆提出した「回収情報」「支払情報」に関するファイル数

支払情報
報告ファイル数

回収情報
報告ファイル数

GTE宮城県事務局 20 20

合計 20 20

実績監査後に記入
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不正等の防止対策について

5．販売可能数について

食事券の販売冊数に上限があります。
※買占め防止のため、1回の販売数に上限があります。
※本人確認は行わなくて構いませんが、明らかに何度も同一人物が複数回購入していることが
明らかな場合は、販売できない旨をご説明いただき、事務局へもご連絡ください。

★食事券：2冊（販売額20,000円／券面額1,000円券×24枚）まで

事務局内部において発生し得る不正等を防止するため、これに対する対策を講じた。
食事券本体の不正防止対策
コピー牽制、マイクロ文字等の偽造防止を講じ、製造過程での徹底した員数管理を行った。

食事券の販売における不正防止対策
印刷された食事券は、警備会社（綜合警備保障(株)宮城支社）の車両にて、各販売窓口
に納品し、残数は警備会社の金庫にて保管した。また、食事券の販売冊数を、週毎に各販売
店から報告を受けて事務局で集約し、月単位で販売店に販売金を請求した。※販売手数料
は販売終了後一括で販売店へ支払った。

 換金事務局に持ち込まれた利用済食事券の流用を防ぐ対策
換金受付が完了した食事券は、当該店舗への換金が完了次第、換金事務局の金庫で保管
した。（換金事務局に送付されるのは分割された食事券の一部であるため、不正流用や再利
用は出来ないようにしていることで不正を防止）

 誤振込を防ぐための対策
換金事務局において集約された換金枚数一覧と換金伝票を照合し、支出手続きを複数名で
の確認の後、実行した。

加盟店資格のない飲食店で、食事券の利用ができないように、加盟店申請時（インターネット、FAX
両方）に不正等がないことの誓約を記載した同意書へのチェックと署名を実施した。事実に基づかな
い申請であったことが発覚した場合は、すみやかに加盟店申請不可、取消の連絡を行った。

加盟店や事務局による不正が発覚した場合、委託者が事業者名を公表するなどの措置を講じること
を想定していたが、実際には不正が疑われる事案はなかった。

販売店マニュアル内の購入上限に関する表示

販売店では販売業務に当たる担当者に対し一人あたりの購入上限が、１回あたり２万円である事を
販売店マニュアルにより徹底し、買い占め対策とした。実際に何度も複数回購入しようとした利用者に
は、口頭で注意した。

※以下、販売店マニュアルより
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キャンペーン開始当初は、利用者や参加希望飲食店などからの問い合わせ
の対応も多く、コールセンターの負担が大きかったが、紙の食事券のみで、シン
プルで分かりやすいキャンペーンであったことから、周知・浸透が早かったと推察
される。
追加券は、県の認証制度とのリンクを図り、WIN=WINの関係とすることが
できた。その反面、当初の立ち上がり予定時期にまん延防止等重点措置およ
び緊急事態宣言の発出があったことから、販売開始の変更や販売開始時の
広告自粛などがあり販売は伸び悩んだが、 「コロナ禍で苦しむ飲食店を応援
する」という事業全体の目的は十分に達成できたものと考えられる。
期間中には忘新年会や歓送迎会といった、飲食店としては例年であれば大き
な商機となる時期を含んでいたが、全国的な自粛と重なり、宴会利用を目的
に食事券を購入された方々からの問い合わせや返品希望もあった。
しかしながら、期間中大きなトラブルも発生せず、キャンペーンを終える事ができ
、有意義な事業であったと考えられる。
なお、余剰金24,227,666円の使途については地域に還元できるよう宮城
県と協議を進めていく。

事業の実施結果（成果）、所見


